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回次
第58期

第１四半期連結
累計期間

第59期
第１四半期連結

累計期間
第58期

会計期間
自2021年４月１日
至2021年６月30日

自2022年４月１日
至2022年６月30日

自2021年４月１日
至2022年３月31日

売上高 （千円） 10,503,026 11,201,343 45,315,990

経常利益又は経常損失（△） （千円） △72,907 400,512 921,897

親会社株主に帰属する四半期（当

期）純利益又は親会社株主に帰属

する四半期純損失（△）

（千円） △59,604 253,611 635,033

四半期包括利益又は包括利益 （千円） 10,470 387,655 818,033

純資産額 （千円） 13,067,259 14,148,313 13,874,822

総資産額 （千円） 24,001,657 25,322,848 24,440,636

１株当たり四半期（当期）純利益

又は１株当たり四半期純損失

（△）

（円） △7.83 33.32 83.44

潜在株式調整後１株当たり四半期

（当期）純利益
（円） － － －

自己資本比率 （％） 54.4 55.9 56.8

第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

　（注）１．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載し

ておりません。

２．潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益については、潜在株式が存在しないため記載しておりま

せん。

２【事業の内容】

　当第１四半期連結累計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）が営む事業の内容について、重要

な変更はありません。また、主要な関係会社における異動もありません。
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第２【事業の状況】

１【事業等のリスク】

　当第１四半期連結累計期間において、新たな事業等のリスクの発生、または、前事業年度の有価証券報告書に記載

した事業等のリスクについての重要な変更はありません。

　新型コロナウイルス感染症による事業への影響については、引き続き今後の状況を注視してまいります。

２【経営者による財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

　文中の将来に関する事項は、当四半期連結会計期間の末日現在において判断したものであります。

(1）経営成績の状況

　当第１四半期連結累計期間における我が国経済は、新型コロナウイルスの感染状況に改善の兆しが見られる中、経

済活動の正常化に向けて行動制限の緩和が進み、停滞していた景気の回復が期待される状況となりました。しかしな

がら、ウクライナ情勢の長期化に伴う資源価格の高騰に加え、急速な円安進行による物価上昇、中国における経済活

動抑制の影響など、景気回復の下振れリスクも台頭しており、先行き不透明な状況で推移いたしました。

　食品業界におきましては、行動制限の緩和などにより、低迷していた外食・仕出し・給食業態は回復基調にありま

すが、資源価格の高騰や円安進行によって仕入価格や諸経費が軒並み上昇しており、厳しい経営環境で推移いたしま

した。

　このような状況の中、当社グループは、『需要創造型食品メーカーへの挑戦』および『利益構造改革と経営品質の

向上』をテーマとした第12次中期経営計画の２年目をスタートさせ、第一に「利益構造改善への取り組み」、第二に

「業務用食品事業の成長拡大」、第三に「ヘルスフード事業・海外事業の拡大および新規事業構想の立案」、第四に

「経営品質の向上」を重点施策とした取り組みを展開してまいりました。

　なお、小売業への組織的な対応力の強化、ならびに各エリアにおける競争力の強化を目的とし、当第１四半期連結

会計期間より業務用食品等の営業部門へ支店制を導入しております。

　この結果、当第１四半期連結累計期間の売上高は11,201百万円（前年同四半期比6.6％増加）となり、前年同四半

期実績を上回りました。一方、利益面につきましては、当社主要原材料である鶏卵の仕入価格が飼料価格やユーティ

リティコストの高騰によって高止まりしましたが、売上高の拡大効果に加え、徹底的な諸経費抑制に努めた結果、営

業利益は116百万円（前年同四半期は営業損失116百万円）となりました。経常利益は、デリバティブの時価評価益や

為替差益などにより400百万円（前年同四半期は経常損失72百万円）となり、親会社株主に帰属する四半期純利益は

253百万円（前年同四半期は親会社株主に帰属する四半期純損失59百万円）となりました。

　報告セグメント別の経営成績は、次のとおりであります。

①業務用食品等

　販売面におきましては、支店制の導入により、コンビニエンスストアやスーパーマーケットを中心とした中食業態

や、回転ずしチェーンを中心とした外食業態への提案・販売促進活動を強化してまいりました。また、行動制限の緩

和により、仕出し・給食業態の需要が回復基調にあることに加え、地域密着型営業の推進を行った結果、国内の売上

高は前年同四半期の実績を上回る結果となりました。他方、海外輸出売上につきましても、ゼロコロナ政策により中

国向けの輸出が停滞する影響は一部でありましたが、北米やオセアニアを中心に需要が拡大し、前年同四半期の実績

を上回る結果となりました。

　生産面におきましては、当社の主要原材料である鶏卵の仕入価格が高止まりしたことや、ユーティリティコストの

上昇もありましたが、売上高の拡大に伴う生産稼働率の向上に加え、歩留まり率の改善などにより、製造原価率の上

昇を抑制いたしました。

　他方、売上高の増加に伴い変動費が増加したものの、経費執行の抑制などにより、販売費は前年同四半期並にとど

めることができました。

　これらの結果、外部顧客への売上高は10,144百万円（前年同四半期比8.0％増加）となり、セグメント利益（営業

利益）は387百万円（前年同四半期比393.0％増加）となりました。

- 3 -



②ヘルスフード

　通信販売は、機能性表示食品「ごぼう茶プリ　イチョウ葉プラス」をはじめとした新製品投入により、一定の売上

拡大効果がありました。しかしながら、行動制限の緩和に伴う在宅率低下により、テレビＣＭなどの広告宣伝効率が

低下したこともあり、売上高は前年同四半期を下回る結果となりました。他方、ドラッグストアなどでの市販品につ

きましては、新規開拓やインストアプロモーションの強化を行ったものの、健康茶市場の需要に一服感が見られたこ

ともあり、売上高は前年同四半期を下回る結果となりました。

　販売費につきましては、Web会議・Web商談の積極的な活用による出張旅費の削減や、広告宣伝費をはじめとした諸

経費の抑制などにより、前年同四半期以下にとどめることができました。

　これらの結果、外部顧客への売上高は922百万円（前年同四半期比5.7％減少）にとどまりましたが、セグメント利

益（営業利益）は137百万円（前年同四半期比3.5％増加）となりました。

(2）財政状態の状況

（資産）

　当第１四半期連結会計期間末の総資産は、前連結会計年度末に比べ882百万円増加し25,322百万円となりました。

　流動資産は、前連結会計年度末に比べ828百万円増加し12,675百万円となりました。主な増減要因は、商品及び製

品の増加535百万円、その他に含まれる為替予約の増加221百万円、現金及び預金の増加118百万円、その他に含まれ

る前払費用の増加79百万円、受取手形及び売掛金の減少137百万円、その他に含まれる未収入金の減少58百万円など

であります。

　固定資産は、前連結会計年度末に比べ53百万円増加し12,647百万円となりました。これは、減価償却の進行に伴い

有形・無形固定資産が減少したものの、投資その他の資産において繰延税金資産やその他に含まれる関係会社出資金

が増加したためであります。

（負債）

　負債合計は、前連結会計年度末に比べ608百万円増加し11,174百万円となりました。

　流動負債は、前連結会計年度末に比べ78百万円増加し9,636百万円となりました。主な増減要因は、買掛金の増加

381百万円、賞与引当金の増加274百万円、未払法人税等の増加61百万円、短期借入金の減少717百万円などでありま

す。

　固定負債は、前連結会計年度末に比べ530百万円増加し1,537百万円となりました。主な増減要因は、長期借入金の

増加562百万円、リース債務の減少28百万円などであります。

　なお、当第１四半期連結会計期間末の借入金残高は、前連結会計年度末に比べ154百万円減少し5,016百万円となっ

ております。

（純資産）

　純資産合計は、前連結会計年度末に比べ273百万円増加し14,148百万円となりました。主な増減要因は、親会社株

主に帰属する四半期純利益の計上による増加253百万円、為替換算調整勘定の増加123百万円、剰余金の配当による減

少114百万円などであります。

　この結果、自己資本比率は、前連結会計年度末に比べ0.9ポイント減少し55.9％となりました。

(3）経営方針・経営戦略等

　当第１四半期連結累計期間において、当社グループが定めている経営方針・経営戦略等について重要な変更はあり

ません。

(4）優先的に対処すべき事業上及び財務上の課題

　当第１四半期連結累計期間において、当社グループが優先的に対処すべき事業上及び財務上の課題について重要な

変更及び新たに生じた課題はありません。

(5）研究開発活動

　当第１四半期連結累計期間におけるグループ全体の研究開発活動の金額は、82百万円であります。

　なお、当第１四半期連結累計期間において、当社グループの研究開発活動の状況に重要な変更はありません。

３【経営上の重要な契約等】

　当第１四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定または締結等はありません。

- 4 -



種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 16,000,000

計 16,000,000

第３【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類
第１四半期会計期間末現

在発行数（株）
(2022年６月30日)

提出日現在発行数（株）
(2022年８月10日)

上場金融商品取引所名又
は登録認可金融商品取引
業協会名

内容

普通株式 7,700,000 7,700,000
東京証券取引所

スタンダード市場

単元株式数

100株

計 7,700,000 7,700,000 － －

②【発行済株式】

（２）【新株予約権等の状況】

①【ストックオプション制度の内容】

該当事項はありません。

②【その他の新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。

年月日
発行済株式総
数増減数

（株）

発行済株式総
数残高（株）

資本金増減額
（千円）

資本金残高
（千円）

資本準備金増
減額（千円）

資本準備金残
高（千円）

2022年４月１日～

2022年６月30日
－ 7,700,000 － 1,102,250 － 1,098,990

（４）【発行済株式総数、資本金等の推移】

（５）【大株主の状況】

　当四半期会計期間は第１四半期会計期間であるため、記載事項はありません。
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（６）【議決権の状況】

　当第１四半期会計期間末日現在の「議決権の状況」については、株主名簿の記載内容が確認できないため、記載

することができないことから、直前の基準日（2022年３月31日）に基づく株主名簿による記載をしております。

2022年６月30日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 － － －

議決権制限株式（自己株式等） － － －

議決権制限株式（その他） － － －

完全議決権株式（自己株式等） 普通株式 89,000 － －

完全議決権株式（その他） 普通株式 7,609,200 76,092 －

単元未満株式 普通株式 1,800 － －

発行済株式総数 7,700,000 － －

総株主の議決権 － 76,092 －

①【発行済株式】

　（注）「単元未満株式」には、当社所有の自己株式53株が含まれております。

2022年６月30日現在

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義所有株
式数（株）

他人名義所有株
式数（株）

所有株式数の合
計（株）

発行済株式総数に対
する所有株式数の割
合(％)

㈱あじかん
広島市西区商工セン

ター七丁目３番９号
89,000 － 89,000 1.16

計 － 89,000 － 89,000 1.16

②【自己株式等】

２【役員の状況】

該当事項はありません。
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第４【経理の状況】

１．四半期連結財務諸表の作成方法について

　当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府

令第64号）に基づいて作成しております。

２．監査証明について

　当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第１四半期連結会計期間（2022年４月１日から2022

年６月30日まで）及び第１四半期連結累計期間（2022年４月１日から2022年６月30日まで）に係る四半期連結財務諸

表について、有限責任 あずさ監査法人による四半期レビューを受けております。
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（単位：千円）

前連結会計年度
(2022年３月31日)

当第１四半期連結会計期間
(2022年６月30日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 1,831,681 1,950,174

受取手形及び売掛金 5,442,497 5,304,805

商品及び製品 2,486,121 3,022,105

仕掛品 45,177 63,961

原材料及び貯蔵品 1,434,479 1,466,792

その他 630,486 884,631

貸倒引当金 △23,161 △16,700

流動資産合計 11,847,280 12,675,769

固定資産

有形固定資産

建物及び構築物（純額） 3,765,730 3,750,957

機械装置及び運搬具（純額） 1,856,321 1,855,720

土地 3,807,276 3,808,645

リース資産（純額） 305,596 279,178

その他（純額） 436,596 453,355

有形固定資産合計 10,171,520 10,147,857

無形固定資産

ソフトウエア 545,152 525,390

リース資産 48,789 44,665

のれん 32,909 28,795

その他 3,180 3,384

無形固定資産合計 630,032 602,236

投資その他の資産

投資有価証券 605,662 603,905

長期前払費用 1,904 2,076

繰延税金資産 106,794 155,076

退職給付に係る資産 291,337 303,880

その他 856,157 898,200

貸倒引当金 △70,053 △66,154

投資その他の資産合計 1,791,802 1,896,984

固定資産合計 12,593,355 12,647,078

資産合計 24,440,636 25,322,848

１【四半期連結財務諸表】

（１）【四半期連結貸借対照表】
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（単位：千円）

前連結会計年度
(2022年３月31日)

当第１四半期連結会計期間
(2022年６月30日)

負債の部

流動負債

買掛金 2,769,719 3,151,355

短期借入金 4,608,860 3,891,609

リース債務 123,917 118,831

未払法人税等 176,849 238,628

賞与引当金 340,800 615,150

役員賞与引当金 － 13,108

ポイント引当金 38,247 30,819

契約負債 127,802 129,793

その他 1,371,666 1,447,266

流動負債合計 9,557,863 9,636,562

固定負債

長期借入金 562,192 1,124,801

長期未払金 96,531 96,531

リース債務 269,210 240,741

資産除去債務 54,053 54,095

退職給付に係る負債 17,228 17,977

繰延税金負債 7,235 2,325

その他 1,500 1,500

固定負債合計 1,007,950 1,537,971

負債合計 10,565,813 11,174,534

純資産の部

株主資本

資本金 1,102,250 1,102,250

資本剰余金 1,098,990 1,098,990

利益剰余金 11,256,805 11,396,252

自己株式 △64,426 △64,426

株主資本合計 13,393,618 13,533,065

その他の包括利益累計額

その他有価証券評価差額金 117,198 116,522

繰延ヘッジ損益 19,697 31,084

為替換算調整勘定 344,307 467,641

その他の包括利益累計額合計 481,203 615,248

純資産合計 13,874,822 14,148,313

負債純資産合計 24,440,636 25,322,848
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（単位：千円）

前第１四半期連結累計期間
(自　2021年４月１日
　至　2021年６月30日)

当第１四半期連結累計期間
(自　2022年４月１日

　至　2022年６月30日)

売上高 10,503,026 11,201,343

売上原価 7,955,213 8,369,439

売上総利益 2,547,813 2,831,903

販売費及び一般管理費 2,664,018 2,714,941

営業利益又は営業損失（△） △116,204 116,962

営業外収益

受取利息 252 130

受取配当金 9,372 10,505

持分法による投資利益 12,160 13,483

長期為替予約評価益 － 204,760

保険返戻金 26,580 8,000

為替差益 10,635 47,594

その他 8,322 9,808

営業外収益合計 67,324 294,282

営業外費用

支払利息 7,031 7,614

長期為替予約評価損 12,794 －

その他 4,201 3,118

営業外費用合計 24,027 10,732

経常利益又は経常損失（△） △72,907 400,512

特別利益

固定資産売却益 2,019 2,449

投資有価証券売却益 73 －

特別利益合計 2,093 2,449

特別損失

固定資産除却損 102 0

投資有価証券売却損 24 －

投資有価証券評価損 15,038 －

特別損失合計 15,165 0

税金等調整前四半期純利益又は税金等調整前四半期

純損失（△）
△85,979 402,962

法人税、住民税及び事業税 34,030 206,435

法人税等調整額 △60,405 △57,084

法人税等合計 △26,374 149,350

四半期純利益又は四半期純損失（△） △59,604 253,611

親会社株主に帰属する四半期純利益又は親会社株主

に帰属する四半期純損失（△）
△59,604 253,611

（２）【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】

【四半期連結損益計算書】

【第１四半期連結累計期間】
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（単位：千円）

前第１四半期連結累計期間
(自　2021年４月１日
　至　2021年６月30日)

当第１四半期連結累計期間
(自　2022年４月１日

　至　2022年６月30日)

四半期純利益又は四半期純損失（△） △59,604 253,611

その他の包括利益

その他有価証券評価差額金 △22,622 △676

繰延ヘッジ損益 △4,903 11,386

為替換算調整勘定 74,013 96,975

持分法適用会社に対する持分相当額 23,587 26,358

その他の包括利益合計 70,074 134,044

四半期包括利益 10,470 387,655

（内訳）

親会社株主に係る四半期包括利益 10,470 387,655

非支配株主に係る四半期包括利益 － －

【四半期連結包括利益計算書】

【第１四半期連結累計期間】
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【注記事項】

（追加情報）

（新型コロナウイルス感染症の感染拡大の影響に関する会計上の見積り）

　新型コロナウイルス感染症の影響に関する会計上の見積りの仮定につきましては、前連結会計年度の有価証券報

告書の追加情報に記載した内容から重要な変更はありません。

前第１四半期連結累計期間
（自　2021年４月１日

至　2021年６月30日）

当第１四半期連結累計期間
（自　2022年４月１日

至　2022年６月30日）

減価償却費 254,848千円 254,150千円

（四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係）

　当第１四半期連結累計期間に係る四半期連結キャッシュ・フロー計算書は作成しておりません。なお、第１四半

期連結累計期間に係る減価償却費（無形固定資産に係る償却費を含む。）は、次のとおりであります。

（決議）

株式の種類
配当金の総額

（千円）

１株当たり
配当額
（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

2021年６月29日

定時株主総会
普通株式 114,164 15.00  2021年３月31日  2021年６月30日 利益剰余金

（決議）

株式の種類
配当金の総額

（千円）

１株当たり
配当額
（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

2022年６月29日

定時株主総会
普通株式 114,164 15.00  2022年３月31日  2022年６月30日 利益剰余金

（株主資本等関係）

Ⅰ　前第１四半期連結累計期間（自　2021年４月１日　至　2021年６月30日）

　　配当金支払額

Ⅱ　当第１四半期連結累計期間（自　2022年４月１日　至　2022年６月30日）

　　配当金支払額
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（単位：千円）

報告セグメント
その他
（注）１

合計
調整額
（注）２

四半期連結
損益計算書

計上額
（注）３

業務用
食品等

ヘルス
フード

計

売上高

(1）外部顧客への売上高 9,389,715 978,823 10,368,539 134,487 10,503,026 － 10,503,026

(2）セグメント間の内部売上高

又は振替高
－ － － 126,970 126,970 △126,970 －

計 9,389,715 978,823 10,368,539 261,457 10,629,996 △126,970 10,503,026

セグメント利益

又は損失（△）
78,548 133,218 211,767 △3,606 208,161 △324,365 △116,204

（セグメント情報等）

【セグメント情報】

Ⅰ　前第１四半期連結累計期間（自2021年４月１日　至2021年６月30日）

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

（注）１.「その他」の区分は報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、その主なものは運輸業であ

ります。

２．セグメント利益又は損失の調整額△324,365千円には、各報告セグメントに配分していない全社費用

△335,779千円及び棚卸資産の調整額11,413千円が含まれております。

３．セグメント利益又は損失は、四半期連結損益計算書の営業損失と調整を行っております。

２．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報

（固定資産に係る重要な減損損失）

　該当事項はありません。

（のれんの金額の重要な変動）

　重要性が乏しいため、記載を省略しております。

（重要な負ののれん発生益）

　該当事項はありません。
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（単位：千円）

報告セグメント
その他
（注）１

合計
調整額
（注）２

四半期連結
損益計算書

計上額
（注）３

業務用
食品等

ヘルス
フード

計

売上高

(1）外部顧客への売上高 10,144,060 922,885 11,066,946 134,397 11,201,343 － 11,201,343

(2）セグメント間の内部売上高

又は振替高
－ － － 137,747 137,747 △137,747 －

計 10,144,060 922,885 11,066,946 272,145 11,339,091 △137,747 11,201,343

セグメント利益

又は損失（△）
387,253 137,875 525,129 △1,203 523,925 △406,963 116,962

Ⅱ　当第１四半期連結累計期間（自2022年４月１日　至2022年６月30日）

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

（注）１.「その他」の区分は報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、その主なものは運輸業であ

ります。

２．セグメント利益又は損失の調整額△406,963千円には、各報告セグメントに配分していない全社費用

△408,228千円及び棚卸資産の調整額1,264千円が含まれております。

３．セグメント利益又は損失は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。

２．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報

（固定資産に係る重要な減損損失）

　該当事項はありません。

（のれんの金額の重要な変動）

　重要性が乏しいため、記載を省略しております。

（重要な負ののれん発生益）

　該当事項はありません。
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報告セグメント
その他
（注）

合計
業務用食品等 ヘルスフード 計

製品 6,808,890 949,922 7,758,812 － 7,758,812

自社製品 5,018,975 949,922 5,968,897 － 5,968,897

自社企画ブランド品 1,789,914 － 1,789,914 － 1,789,914

商品 2,580,825 28,901 2,609,726 － 2,609,726

その他 － － － 134,487 134,487

顧客との契約から生じ
る収益 9,389,715 978,823 10,368,539 134,487 10,503,026

その他の収益 － － － － －

外部顧客への売上高 9,389,715 978,823 10,368,539 134,487 10,503,026

報告セグメント
その他
（注）

合計
業務用食品等 ヘルスフード 計

製品 7,349,224 895,535 8,244,759 － 8,244,759

自社製品 5,500,836 895,535 6,396,371 － 6,396,371

自社企画ブランド品 1,848,388 － 1,848,388 － 1,848,388

商品 2,794,835 27,350 2,822,186 － 2,822,186

その他 － － － 134,397 134,397

顧客との契約から生じ
る収益 10,144,060 922,885 11,066,946 134,397 11,201,343

その他の収益 － － － － －

外部顧客への売上高 10,144,060 922,885 11,066,946 134,397 11,201,343

（収益認識関係）

　顧客との契約から生じる収益を分解した情報

Ⅰ　前第１四半期連結累計期間（自　2021年４月１日　至　2021年６月30日）

（単位：千円）

（注）「その他」の区分は、報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、その主なものは運輸業であり

ます。

Ⅱ　当第１四半期連結累計期間（自　2022年４月１日　至　2022年６月30日）

（単位：千円）

（注）「その他」の区分は、報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、その主なものは運輸業であり

ます。
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前第１四半期連結累計期間
（自　2021年４月１日

至　2021年６月30日）

当第１四半期連結累計期間
（自　2022年４月１日

至　2022年６月30日）

１株当たり四半期純利益又は１株当たり四半期純損

失（△）
△７円83銭 33円32銭

（算定上の基礎）

親会社株主に帰属する四半期純利益又は親会社株

主に帰属する四半期純損失（△）（千円）
△59,604 253,611

普通株主に帰属しない金額（千円） － －

普通株式に係る親会社株主に帰属する四半期純利

益又は親会社株主に帰属する四半期純損失（△）

（千円）

△59,604 253,611

普通株式の期中平均株式数（株） 7,610,947 7,610,947

（１株当たり情報）

　１株当たり四半期純利益又は１株当たり四半期純損失及び算定上の基礎は、以下のとおりであります。

　（注）　潜在株式調整後１株当たり四半期純利益については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

（重要な後発事象）

　該当事項はありません。

２【その他】

　該当事項はありません。
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
　該当事項はありません。
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独立監査人の四半期レビュー報告書

2022年８月10日

株式会社あじかん

取締役会　御中

有限責任 あずさ監査法人

広島事務所

指定有限責任社員
業務執行社員

公認会計士 福田　真也

指定有限責任社員
業務執行社員

公認会計士 俵　　洋志

監査人の結論

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株式会社あじか

んの2022年４月１日から2023年３月31日までの連結会計年度の第１四半期連結会計期間（2022年４月１日から2022年６月

30日まで）及び第１四半期連結累計期間（2022年４月１日から2022年６月30日まで）に係る四半期連結財務諸表、すなわ

ち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書、四半期連結包括利益計算書及び注記について四半期レビューを行っ

た。

　当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認め

られる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社あじかん及び連結子会社の2022年６月30日現在の財政状態及

び同日をもって終了する第１四半期連結累計期間の経営成績を適正に表示していないと信じさせる事項が全ての重要な点

において認められなかった。

監査人の結論の根拠

　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レビューを行っ

た。四半期レビューの基準における当監査法人の責任は、「四半期連結財務諸表の四半期レビューにおける監査人の責

任」に記載されている。当監査法人は、我が国における職業倫理に関する規定に従って、会社及び連結子会社から独立し

ており、また、監査人としてのその他の倫理上の責任を果たしている。当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入

手したと判断している。

四半期連結財務諸表に対する経営者及び監査等委員会の責任

　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して四半期連結財

務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期連結財務諸表を

作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

　四半期連結財務諸表を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき四半期連結財務諸表を作成することが適

切であるかどうかを評価し、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に基づいて継続

企業に関する事項を開示する必要がある場合には当該事項を開示する責任がある。

　監査等委員会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視することにある。

四半期連結財務諸表の四半期レビューにおける監査人の責任

　監査人の責任は、監査人が実施した四半期レビューに基づいて、四半期レビュー報告書において独立の立場から四半期

連結財務諸表に対する結論を表明することにある。

　監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に従って、四半期レビューの過程を通じ

て、職業的専門家としての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。

・　主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対する質問、分析的手続その他の四半期レビュー

手続を実施する。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して実施され

る年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。



　（注）1．上記の四半期レビュー報告書の原本は当社（四半期報告書提出会社）が別途保管しております。

　　　　2．XBRLデータは四半期レビューの対象には含まれておりません。

・　継続企業の前提に関する事項について、重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関して重要な不確実性が認め

られると判断した場合には、入手した証拠に基づき、四半期連結財務諸表において、我が国において一般に公正妥当と

認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、適正に表示されていないと信じさせる事項が認められないかど

うか結論付ける。また、継続企業の前提に関する重要な不確実性が認められる場合は、四半期レビュー報告書において

四半期連結財務諸表の注記事項に注意を喚起すること、又は重要な不確実性に関する四半期連結財務諸表の注記事項が

適切でない場合は、四半期連結財務諸表に対して限定付結論又は否定的結論を表明することが求められている。監査人

の結論は、四半期レビュー報告書日までに入手した証拠に基づいているが、将来の事象や状況により、企業は継続企業

として存続できなくなる可能性がある。

・　四半期連結財務諸表の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成

基準に準拠していないと信じさせる事項が認められないかどうかとともに、関連する注記事項を含めた四半期連結財務

諸表の表示、構成及び内容、並びに四半期連結財務諸表が基礎となる取引や会計事象を適正に表示していないと信じさ

せる事項が認められないかどうかを評価する。

・　四半期連結財務諸表に対する結論を表明するために、会社及び連結子会社の財務情報に関する証拠を入手する。監査

人は、四半期連結財務諸表の四半期レビューに関する指示、監督及び実施に関して責任がある。監査人は、単独で監査

人の結論に対して責任を負う。

　監査人は、監査等委員会に対して、計画した四半期レビューの範囲とその実施時期、四半期レビュー上の重要な発見事

項について報告を行う。

　監査人は、監査等委員会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規定を遵守したこと、並びに監

査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因を除去又は軽減するためにセーフガードを講じて

いる場合はその内容について報告を行う。

利害関係

　会社及び連結子会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はな

い。

以　上
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１【四半期報告書の記載内容の適正性に関する事項】

　当社代表取締役 社長執行役員足利直純は、当社の第59期第１四半期（自2022年４月１日　至2022年６月30日）の

四半期報告書の記載内容が金融商品取引法令に基づき適正に記載されていることを確認いたしました。

２【特記事項】

　特記すべき事項はありません。
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